
9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



 
1.   

 

2024 7 5  

2025 6  
2025

VOL87  

2026 1 16  
2026 3

 

2026 5 19  
 

 

 

10
2025

20



 
12

No.832 p16-17 2025 6  

 
 
 
 

 

21



19
31

19

22



 

PwC

1

6

 
PwC

11 16
12 27 Microsoft MS

URL URL

 
2164

 
 

25
 

 
 

 
 

 
1 19 31

 
.  

 

23



 
.  

 
DV

 

 

 

 

 

 
 

.
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2164

24



 

 

 

 
 

 

 
 

  

73
71 29 TEACCH
17  

  
66

10

19
51

20 30  

77
14
10  

100

10
43

68  
 

 

46
64

49 39

16

 

40
28

 

 
 

 

63
48  

25



76
29 2  

6
60 10

 
26

48
12

45
 

 
 

 
 

130

 

 
24 365

 
 

 

 

110
7

 

2

 
 

 

26



 

 

 
 

 

 
31

 

 

 

 

 
 

27



TEACCH

 

 

 

 

12
66  

 
 

ABA PECS

 

 

28



29



19

 

30



2007

31



2000

1.

2024 7 5  

2025 6  
2025

VOL87

2026 1 16
2026 3

2026 5 19  

2.

1.

2.

3.

32



33



34



35



36



37



38



 

 
  

 

 
 

TIC

 
 

 

39



40



41



42



 

 

 

 

. 

43



1 N 14

44



45



46



47



48



 

49



N

Wilcoxon
ASCOT pre-post (Z= -2.21, p= 0.03) 

pre-post (Z= -1.98, p= 0.047)

50



4 TIC

51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



 

 

 
1  

 
2  

 
2 

 
3  

1 

61



 

 
3 4 

 
4  

 
5  6 

62



 
6  

 
7  

 
8  

 
9  10 

 
8  

 
5   7 

63



10

9

64



65



グッドプラクティス集

強度行動障害の地域共生に向けた
環境整備手法

「強度行動障害のある人の豊かな地域生活を実現する『地域共生モデル』の理論
の構築と重層的な支援手法の開発のための研究」（厚生労働科研　2023-25 年）

研究分担者　田中義之
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（３）地域の人から活動が見える

（４）施設を地域の中に配置する

（５）施設をハブとして、地域の中で活動する

（６）地域の店舗や公園で活動する

（７）完結するユニット

（８）視線や光を調整した室配置

（９）特性に合わせた多様な間仕切り

（１０）空間特性を活かした用途変更

（１１）利用者に合わせた段階的な場所づくり

（１２）支援者のDIY による柔軟な場所づくり

　このグッドプラクティス集は、厚生労働科研「強度行動障害のある人の豊かな地域生活を実現する『地域
共生モデル』の理論の構築と重層的な支援手法の開発のための研究」（厚生労働科研　2023-25 年）で行った社
会福祉法人の施設調査や地域での外部活動の調査において得られた様々な工夫を紹介するものです。
　これらの工夫は、それぞれの法人と地域の固有の状況の中で生まれたものであり、その支援のあり方は基本的
に個別解となりますが、各事例の背後には地域のリソースを丁寧に読み取り活用されたものが多く見受けられま
す。こうした共通の姿勢と知見を広く活用できるものとするために、これまで収集された事例をグッドプラクティ
ス集としてまとめます。

　なお、本集は現時点での調査に基づく暫定的なものです。強度行動障害のある人の地域生活を支える
工夫は各地に数多く存在すると考えられることから、今後さらなる事例収集と更新を重ねることで、よ
り実践的で充実した内容へと発展させていくことを目指しています。
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レストラン

土間
スペース

ビニール
ハウス

畑

（１）地域住民を施設内の余白スペースに引き込む

当別町共生型コミュニティー農園ぺこぺこのはたけ
（就労継続支援B型事業所、運営法人：社会福祉法人　ゆうゆう）

　地域に開かれたレストランで、敷地内には畑やビニールハウスが
あり、畑で育てた野菜をレストランで提供している。レストランか
ら空間的に分かれている土間スペースは、利用者の休憩やカームダ
ウンスペースとして使用する以外にも、高齢者主催の子ども向けイ
ベントや料理教室などレストランから独立した地域活動が行われて
おり、農園をテーマにしたレストラン運営と地域活動の相乗効果が
見られる。

01
case

　事業所内に決まった用途のない、事業所内の活動から
分離できる余白・余分のある空間があることで、広い目
的で使用可能となり、地域の多くの人の利用可能性を高
めている。この余白と事業の活動場所との間に見る／見
られるの関係があることで地域住民が日常の支援活動を
知る機会を増やしていると考えられる。さらに、地域の
固有性を活かした活動を余白で開催することで、地域と
の連携を強めることが効果的であると思われる。
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　地域の方も訪れるカフェレストラン。カフェ内のキッズスペース
でイベントを開催したり、カフェと独立したレンタルスペースおよ
び学習スペースでは、周辺企業が打合せに使用したり学生が集まる
などカフェレストランの内外で多用な属性の人が集まる機会を創出
し、障害者支援の活動を地域に広げている。

02
case フラットヴィレッジ

就労継続支援A型・B型事業所、運営法人：社会福祉法人　フラット）
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　ランチ営業終了後に店内を市役所や周辺の公共施設関係者の会議場所として定期的に開放している。
飲食店という日常的な場所が地域の関係者にとっての打合せ場所として活用されることで、事業所の存
在が地域に自然な形で浸透していく。店内を開放している時間帯には、利用者は近隣の運送会社での運
搬用箱の清掃手伝いや、近隣農家でのなしの収穫手伝いなど、地域内の複数の場所での活動に出向いて
いる。事業所が地域住民に開かれている時間に、利用者もまた地域の中で活動しているという、時間と
場所の重ね使いによる地域連携が実現されている。

　事業所内の活動場所を利用者の活動時間外に地域住民へ開放することで、施設の存在や活動を地域に
知ってもらう機会となる。その間、利用者が地域内の別の場所で活動することで、時間と場所の両面で
の重ね使いが実現し、限られた資源を活かしながら利用者・地域住民・事業所のいずれにとっても意義
のある地域連携を広げることができる。

（２）地域住民に活動場所を開放する（時間・場所の重ね使い）

（就労継続支援B型事業所、運営法人：社会福祉法人　あさみどりの風）
うどん屋 和來 ～wara～

01
case
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（３）地域の人から活動が見える

（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　はる）

ライフサポートはる

　衣料品店として使われていた建物を改修した生活介
護事業所。前面道路の歩道に面した大きな開口部をそ
のまま残して開放的な事業所としている。地域住民と
直接の関わりがなくても、道を歩く人に知ってもらう
ことができる。

01
case

　施設構成による地域との関係構築のあり方は一様ではない。開口部の計画によって施設の存在や活動
を周辺に発信する方向性もあれば、建物配置や外構計画によって利用者と地域住民の双方にとって心地
よい環境をつくる方向性もある。いずれも地域住民が施設内に直接立ち入るわけではないが、施設構成
の工夫によって施設と地域の間に緩やかな関係を築くことができる。
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02
case 若杉、あん’ ず若杉

（生活介護事業所、共同生活援助、運営法人：社会福祉法人　京都ライフサポート協会）

　建物は前面道路からセットバックして配置して道路
沿いを植栽空間にすることで、利用者だけでなく地域
住民にとっても心地よい環境をつくっている。また、
充分に広いスペースを確保した駐車場は送迎の際に前
面道路に車を停める必要がなく、敷地内に限らない周
辺地域への配慮が見られる。
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（４）施設を地域の中に配置する

　阪急京都高槻市駅から徒歩 1分という立地で、著名なパティ
シエと協働することでチョコレート専門店として質の高い商
品を提供している。「障害者支援を前面に出し付加価値とする
のではなく、商品の質を高めることが重要」(インタビューよ
り )。

01
LaLa-chocolat
（就労継続支援B型事業所、運営法人：社会福祉法人　北摂杉の子会）

case

　地域の人が集まる立地に事業所を構え、障害者支援であることを付加価値とするのではなく、立地・
商品・空間それぞれの質を高めることで地域の需要と結びつき、障害者支援の文脈とは別に地域に必
要な場所として自然に根付いていく。
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（生活介護事業所 /就労継続支援B型事業所、運営法人：社会福祉法人　森と木）

西洋料理店もりたろう

　長野駅と善光寺を結ぶ都市軸上にあるレストラン。蔵をリノベーション
したデザイン性の高い建物群の中に位置している。障害者支援とは無関係
に、高い商品価値と立地など、購入にとどまらない消費活動の質の高さを
確保している。

02
case
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千楽

支援者

スーパー

コンビニ

移動

移動

移動

移動

公園

レストラン

利用者
地域

　都心部にあるために、限られた面積の事業所となっている。そのため、長い時間滞在する場所という
よりは、移動支援等で地域活動に出ていきまた戻ってくるハブのような場所になっている。施設外を主
な活動場所と想定する点で都市型の場所の作り方の一例と考えられる。

（５）施設をハブとして、地域の中で活動する

ノオル
（日中一時支援事業所、運営法人：社会福祉法人　千楽）01

case

　都市部では敷地面積が限られる傾向があり、施設のあり方も郊外型とは異なる形をとることがある。
事業所を利用者が長時間滞在する場所としてではなく、地域活動へ出かけ戻ってくるハブとして位置づ
けることで、施設外を主な活動の場とする都市型のあり方が生まれる。こうした形は、限られた物理的
条件を逆手にとった地域との関わり方のひとつといえる。
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（６）地域の店舗や公園で活動する

近隣ラーメン店の開店前手伝い
（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　千楽）01

case

　千葉県浦安市役所近くのラーメン店で、開店前の清掃や調味料補充の手伝いを実施している。このラー
メン店は、周辺に公共施設のほかスーパー、商店などが集まった目抜き通りに面しており、商業目的と
公共目的の人が集まる立地である。
この立地と店主の人柄から、近隣住民のほか市役所職員や地域のスポーツ活動をする子供達と親など多
くの人が訪れ、飲食店でありながら地域の寄合所のような場所となっていた。支援者が食事に通ってい
たことをきっかけに生活介護事業の活動を受け入れた。
店主が多様な属性の客と接するのと同じように利用者に積極的に話しかけることで、利用者も店主を中
心に周りの人と関係をつくりはじめるなど、やりがいをもって活動することができていた。また、この
活動が店主の紹介した近隣店舗へと広がっていく様子が確認された。

　法人内の施設ではなく、地域の店舗や公園など地域資源を利用した活動では、家族でも支援者でもな
い地域のキーパーソンと利用者との直接的な関わりが見られ、利用者が地域社会と触れ合う機会となっ
ていた。これらのキーパーソンに共通するのは、活動場所の立地条件などから日常的に多様な属性の人
と関わりがあり、利用者に対しても同様に自然体で接する姿勢である。こうした関わりが利用者の安心
感ややりがいにつながり、活動が地域へさらに広がる契機となっていた。地域のキーパーソンの存在と
その人物が持つ地域内のネットワークが、障害当事者の活動範囲を広げる上で重要な役割を果たしてい
ると考えられる。
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近隣公園の緑化活動
（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　千楽）02

case

3 年前から週 2回程度、近隣の大きな公園で自主的な清掃活動を始めていた。その活動を見ていた公
園を管理する市民団体から掃除だけではもったいないと声がかかり、緑に触れる地域活動につながった。
最初は苗のポット洗いから始まり、慣れてくると落ち葉の掃除や花壇の草取り、さらには地域住民に見
てもらえる花壇作りを行うまでに活動が発展した。花壇作りにおいては地域住民からの反応があり、利
用者にとって大きなやりがいとなった。ここでも、市民団体の会長が利用者に積極的に話しかけ利用者
の意思を尊重しながら活動を進めたことが活動の発展につながったと考えられる。
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（７）完結するユニット

若杉
（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　京都ライフサポート協会）01

case

トイレを廊下の端にまとめて配置すると支援者が作業室か
ら抜けて他の利用者への支援に穴が開く懸念から、作業室
内に専用トイレを配置し作業ユニットごとの支援を徹底し
ている。

　支援者が特定の利用者への対応で持ち場を離れると、他の利用者への支援に空白が生じる恐れがある。
トイレや休憩室・スタッフルームといった必要な諸室を作業室と一体的に配置しユニットとして完結さ
せることで、支援者が作業室を離れる必要をなくし、ユニット内で一連の支援活動を継続的に行える環
境を整えることができる。
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02
case

（高槻地域生活総合支援センター、運営法人：社会福祉法人 北摂杉の子会）

ぷれいすBe

　障害者複合サービス施設内にある自閉
症や重度の知的障害者が利用する生活介
護事業所。作業室にトイレやスタッフ
ルーム、リラクゼーションルームなど必
要な場所が付属され、ユニットの中で一
連の支援活動が行えるよう計画されてい
る。
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（８）視線や光を調整した室配置

ガーデンスクエア
（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　フラット）01

case

　利用者にとっての不要な刺激を減らして、他の人と必要
以上に視線が交わらないように、パーティションで区切る
のではなく、室配置と開口部の向きを調整している。何人
かで一緒に作業ができる大きい作業室と、1人や 2人での
作業や休憩ができる小さな部屋を配置し、それぞれの部屋
が庭に面した開放的な場所をつくっている。

　利用者への不要な視線や刺激を軽減する手段として、パーティションによる分割ではなく、室配置と
開口部の向きによる空間の調整が有効である。室の大きさや用途を使い分けることで個々の利用者の状
態に応じた居場所を確保しつつ、各室を庭などの外部空間に面させることで、閉塞感のない環境をつく
ることができる。
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　各作業室と廊下との間仕切りには欄間が設けられ、空間のつながりと採光を確保している。間仕切り
の素材や建具は場所ごとに丁寧に選ばれており、羽目板張りの壁・木ルーバー・格子・目隠しフィルム
など多種多様な素材が使い分けられている。異なる透過性や質感を持つ建具によって、利用者の特性や
各室の用途に応じた細やかな環境の違いが生み出されている。

　隣室や廊下との間仕切りに開口を設けることで採光・通気・空間のつながりを確保しながら、開口部
の素材や機能を場所ごとに使い分けることで視線や刺激を細やかに調整することができる。画一的なフ
ラッシュ戸ではなく、透過性や可変性を持つ間仕切りの計画が、利用者の特性や状況の変化に応じた環
境調整を可能にする。

（９）特性に合わせた多様な間仕切り

自立サポート森と木
（自立訓練事業所、運営法人：社会福祉法人　森と木）01

case
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　隣の作業室との間仕切り壁に設けられた開口部は腰窓として計画されており、室としての囲われた安
心感を保ちながら、隣室との適度なつながりを確保している。開口部には、換気のための扉・視線を通
す FIX ガラス・視線を遮るブラインドが組み合わされており、それぞれを利用者の状況に応じて適宜開
閉することで、通気・採光・視線遮蔽を柔軟にコントロールできる可変的な間仕切りとなっている。

若杉
（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　京都ライフサポート協会）02

case
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　当初中庭だった部分を室内化し、訓練室・ホールとして活用している。建物中心部に位置することで
周囲の各室から直接アクセスできる中庭の特性がそのまま継承されており、広い空間には可動式のパー
ティションや多様な家具が配置され、利用者の活動内容に応じて柔軟にレイアウトを変えることができ
る。

TERRACEやまびこ

（１０）空間特性を活かした用途変更

（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　南高愛隣会）01
case

　既存空間の特性を活かした用途転換では、改修前の空間が持つ広さ・位置・開口部の向きといった特
性を継承することで、新たな用途においても有効に機能する空間が生まれる。中庭や既存の開口部など、
当初の用途では副次的であった特性が、転用後の主要な価値となる場合もある。環境と利用者・用途の
組み合わせを柔軟に見直すことで、大規模な改修を行わずとも適切な空間を実現することができる。
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　スタッフ更衣室として計画された部屋を、利用者の個人スペースに用途変更した事例である。出入口
に近く、大きなガラス引き戸を介してデッキや外部空間に直接つながる配置であり、外部との行き来が
しやすいという空間的特性が特定の利用者のニーズに合致している。室内にはカラフルな吸音パネルや
個性的な家具が置かれ、利用者に合わせた個人スペースとして整えられている。

（運営法人：社会福祉法人　南高愛隣会）
LOCAL STATION FLAT

02
case

84



　廃校となった中学校を生活介護事業所として活用している。もともと音楽室として使われていた部屋
は、防音のために施された有孔ボード張りの壁がそのまま残されており、この防音性能を活かしてカー
ムダウンスペースとして転用している。学校備品を再利用した机や椅子、木材によるDIY の棚など、既
存のものを活用しながら利用者に合わせた空間が手づくりで整えられている。

03
case 生活介護事業所にょきにょき

（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　ゆうゆう）
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ライフサポートはる

（１１）利用者に合わせた段階的な場所づくり

（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　はる）01
case

　既存の空間構成を起点としながら、利用者の特性や状態に応じてさらに要素を付加することで、より
細やかな環境調整が可能となる。市販の既製品であっても、その特性を支援の文脈で読み替えることで、
利用者一人ひとりに合った場所づくりの手段となりうる。こうした工夫は、支援者による日常的な観察
と利用者理解の積み重ねから生まれるものである。

　パーティションで区切られた個人スペースに、さらに一人用のテントを張ってカームダウンスペース
を確保している。テントが持つ遮光性・囲われた空間による安心感・必要に応じて設置・撤去できる可
変性といったアウトドア製品としての特性を、支援の場に転用した、支援者の解像度の高い観察から生
まれた工夫である。
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　障害の重い方に合わせた支援者のDIY による仮設のパーティションを設置している。行動障害が出た
際に、支援者との接触までの距離を取るために設置されたが、他の利用者と適度な距離を保つ居場所や
作業用収納としても使われている。

あんずデイセンター

（１２）支援者のDIY による柔軟な場所づくり

（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　京都ライフサポート協会）01
case

　建築やインテリアに頼るだけでなく、支援者自身がDIY で空間を手がけることで、利用者の特性や状
況の変化に応じた柔軟な場所づくりが可能となる。仮設ゆえに設置・変更・撤去が容易であり、当初の
目的以外にも多様な用途に応用されるなど、固定的な工事では得られない即応性と可変性を備えている。
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　廃校となった中学校を生活介護事業所として活用している。広い教室空間は、用務員による合板を用
いた仮設の壁によって活動内容に合わせた複数の作業スペースに仕切られている。壁には収納や小上が
りスペースが組み込まれるなど、建築ともインテリアともいえる設えが施されており、活動や利用者の
変化に応じて自分たちで随時つくり変えることができる環境となっている。

（生活介護事業所、運営法人：社会福祉法人　ゆうゆう）
生活介護事業所にょきにょき

02
case
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